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活動方針 

社会背景 

・平成 17年の合併時の潟上市の人口は、３５，８１４人であり、高齢化率は２２．４％でした。

令和７年度の高齢化率は３５．９％となり、令和３年度から６年度までの出生率は４‰（※ 1）

台で推移し、県の平均値を若干上回りますが、少子高齢化は潟上市でも進んでおります。 

・潟上市の世帯の動向に基づくと、市の世帯数は１４，２７７世帯です。その中でも、高齢者の

単身世帯は２，８１２世帯となり、全体の約２０％です。また、高齢者夫婦のみ世帯と合わせ

ると、全世帯の３４％が高齢者のみの世帯となります。 

・精神保健福祉手帳の所持者数は、平成２７年時には２１１人、令和２年時は２４７人、令和

７年度には３１８人と心の不調を抱える方が増え続けており、令和６年度版厚生労働白書に

基づくと、全国的にも同じ傾向となります。 

 

法人基本理念 

「（共に支え 共にたすけあい 共にいきる ふれあいのまちづくり（」 
 

地域福祉活動計画スローガン※第３・４期） 

 「（み&ん&な&で つくろう 潟上のふくし（」 

 

スローガンに基づく活動方針 

１．みんなが助け合える地域をつくろう  

～ 典型・複合的な福祉課題等への取組～ 

  一人ひとりの個性が違うように、一人ひとりの困りごとが違って当然な社会となりました。

「どんな困りごとでも自分のことの様に受け止められる」相談体制づくりを目指します。 

 

２．みんなが参加できる地域をつくろう 

～ 地域住民と当事者参加型の促進 ～ 

  誰でも集える場が身近にあることで、生活の質の向上にもつながります。また、その集い

の中で、参加者自身が役割を持つことによって、生きがいにもつながります。様々な集いの場

があることによって、参加の機会や選択が増えるよう体制整備に取り組みます。 

社会福祉法人（潟上市社会福祉協議会 令和 8年度（事業計画 



2 

 

 

３．みんながつながり支え合える地域をつくろう 

～ 地域の良さを認め合う・つなげ合う ～ 

 支える側と支えられる側の役割分担を見つめなおし、お互いの負担にならないように自分

が出来ることを再確認し、つながり合い、支え合える関係づくりを基本とした地域づくりを

基に、「地域住民、法人、関係機関が一緒に取り組む体制づくり」に貢献します。 

４．持続可能なふくしに取り組もう 

～ 「あったら助かる・みんなが喜ぶ」資源へのアプローチ ～ 

  地域の福祉は「人」によって支えられています。その人材の育成やサポート体制があること

により、継続的な福祉が可能になります。そのため、「人」を支える専門職の育成や支援に取

り組みます。また、持続可能性をより強固にするためには「仕組み」をみんなが理解し、取り

組める環境整備も必要となります。 

基本方針１ みんなが助け合える地域をつくろう 

Ⅰ（権利擁護センター※ ２）の始動 

①（権利擁護センターの設立準備の完了※定款変更後） 

②（令和８年度における法人後見※ ３）の受任件数 

センター設立初年度となる令和８年度は、法人後見の受任を１件と見込んでいましたが、

数年以内に日常生活自立支援事業から成年後見への移行が予測される案件や認知機能の低下

により現に後見制度の利用に向けて支援している方の存在を考えると、初年度であっても２

件を受任して業務を行うことも可能であると考えています。センターに後見業務に関する知

識・スキルを有する社会福祉士※ ４）を配置することからも無理のない件数と言えます。 

③（潟上市中核機関※ ５）との連携強化 

権利擁護支援の地域連携ネットワーク（※ ６）は、権利擁護支援の必要な人を発見し、適切

に必要な支援につなげるための仕組みです。このようなネットワークづくりには、本人や関

係者からの心配ごとや相談を受け止める立場にある潟上市の「中核機関」と潟上市社会福祉

協議会の「権利擁護センター」が連携し、成年後見制度の適切な利用の検討や、必要な見守
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り体制・他の支援へつなぎを行います。そのため、市の中核機関との間で、より緊密な連携や

協働を心掛けて権利擁護の実現を図ります。 

Ⅱ（相談支援機関との連携強化 

①（複合化する生活課題に対する支援関係機関との連携強化 

生活困窮状態に陥ってから相談を受理した世帯には、多くの背景的課題を抱えた世帯が

増加傾向にあります。その背景的課題は、様々な分野に横断していることが多く、困窮状態

の改善のみでは、再び困窮状態に陥ります。背景的課題に単体支援機関のみでの対応では、 

相談者自身が背景的課題に向き合うまでの時間を要します。 

支援関係機関が自身の分野のみならず、他支援関係機関との共通の支援目標「相談者  

※世帯）の自立」のため、支援を多機関協働で提供できる連携に取り組みます。 

 

基本方針２ みんなが参加できる地域をつくろう 

Ⅰ（「いばしょ」について 

①（いきいきサロン 

  いきいきサロンは、高齢者が最寄りの集会所等に自主的に集い、日中に家の中に一人でい

ることを防ぐために始まった事業です。しかし、現在は単身高齢世帯が増加傾向にあること

から、事業の参加者からのご意見を集約し、サロンが地域にどの様な効果があるのか、地域

におけるサロンの認識等の調査を実施します。 

②（小地域生活支援体制整備※モデルサロン） 

  いきいきサロンとは別事業となる、介護予防サロン（※ ７）として立ち上げたサロン内で生

活支援体制整備事業を連動させたワークショップ（※ ８）を進め、小地域での生活支援を実践

的に進めます。自治体※町内）を基盤としたサロンであるため、より細やかな地域※町内）

に則したニーズが集約可能となります。そのニーズに対して、内外の資源を用いてニーズの

充足が可能かどうかの検証、実践、結果の分析や、改良を生活支援コーディネーター※ ９）

が中心となり進めます。 
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Ⅱ（「生きがい」について 

①（小地域ニーズへの人材育成※つなぎ） 

  潟上市社会福祉協議会には、生活支援コーディネーターが配属されております。その機能

として、不足する資源※サービスや人材）を創出することも求められております。地域の  

課題を地域の人材等で補い合うことにより、「関わる人の生きがい」や、「地域での人と人の

関わりの強化」にもつながる重要な事業となります。 

基本方針３ みんながつながり支え合える地域をつくろう 

Ⅰ（つながりの再確認 

①（見守りネットワーク 

  小地域での「見守りの仕組み」として、小ネットワーク活動※見守りネットワーク） （※ １０）

があります。これは、民生委員さんが中心となって、見守り対象者の近隣の世帯と協働して

見守る仕組みです。この事業は合併以前より、各市町村社協が取り組んでいる事業となりま

す。しかし、次の課題が現在においての事業促進の障壁となります。 

①地域の関わりの希薄化、②民生委員さんの負担、③プライバシー権、④認知度 など 

  先述の主な４課題に対して「潟上市における現在の見守りの在り方」を協議する場を設置

します。 

②（法人連携による地域公益活動推進※つど～れ） 

  （「地域公益活動」では、社会福祉法人等が地域のために協働し、集う方々のネットワーク

を活かして生活課題を抱えた方へのアプローチを試みています。 

  この事業の中心にいるべき「当事者」の更なる参加の促進が求められます。社会背景でも

述べさせていただいた「心の不調」を抱える方や、認知症と向き合いながら生活をしている

方など様々な生活課題を抱えている方の参加を促進するため、周知活動等を強化します。 

 

Ⅱ（福祉教育の情報発信強化 

①（福祉教育助成金 

  潟上市社会福祉協議会では、市民の皆様から頂いた会費により、市立小中学校に福祉教育

の助成を実施しています。地域と学校のつながりや、地域住民と児童・生徒の協働の姿を市

民の皆様に情報発信することを強化します。 
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②（ボランティアスクール 

  中学生を対象としたボランティアに関する事業となります。 

  東日本大震災から早１５年の年月が経過しました。当時、被災地では、自身も被災してい

る中学生が様々な生活場面で、高齢の家族や周囲の方を支えるために、ボランティア的に  

周囲と関わっている姿が報道等でよく見受けられました。 

  今までのボランティアスクールは、講義型の事業展開となっておりました。しかし、体験

が不足することにより、知識を活かしきることができない可能性があるため、今年度より体

験や協働による事業展開へと切り替えます。 

基本方針４ 持続可能なふくしに取り組もう 

Ⅰ（人を支える相談支援機関として 

①（生活を支える専門職の育成 

  潟上市社会福祉協議会では、主任介護支援専門員（※ １１）３名、精神保健福祉士（※ １２）２

名、社会福祉士４名が従事し、様々な生活課題の相談に対応しております。現在、（「生活費が

不足した」との主訴の相談件数が多く見受けられます。そのため、困窮世帯の相談担当及び

権利擁護センター担当においてファイナンシャル・プランナー※ １３）の取得を勧めます。 

②（地域福祉の担い手について 

  民生委員さんが不在の地区において、見守りネットワークの機能が維持できないことがあ

ります。この様な事態を防ぐために、新たな担い手についての協議の場を設置します。 

Ⅱ（お互い様の取組の発信と協働 

①（地域で行われている様々な互助の取組事例の分析と発信 

  潟上市内では、自治会や各種団体等で「お互い様の精神に基づく支え合い」を自発的に  

行っていることが見受けられます。自治会等の高齢化率や組織構造等が類似している場合に

は、他の地域で行えていることが自身の暮らす地域でも行える可能性があります。好事例を

広めることにより、「自身の暮らす地域」を「地域の力や発想力」で「より暮らしやすいまち」

にすることが可能になると考えられます。 
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②（地域と協働による「互助の仕組みづくり」 

  先述の①は「見たからできる」、「分かったからできる」とはなりづらく、段階的に取り   

組んでいく必要があります。その取組において連動するのが、基本方針２-Ⅰ-②と基本方針２

-Ⅱ-①において紹介しました取組と、連動するように生活支援コーディネーターとボランテ

ィアコーディネーター（※ １４）が地域住民と協働し、生活支援の在り方を検討していく場※ワ

ークショップ等）を数回設け、活動状況を確認し、改良し、支え合い活動の継続性を強固に

していく過程を、社協職員と共同で実施します。 

 


